
水道事業の決算概況

●令和5年度決算 （令和5年4月1日～令和6年3月31日）

1．業務量

単位
人
人
戸
％

m3 6月19日 36,959 6月29日 (※) 37,674 6月8日 37,600

 m3/日
m3

m3

％
※夏季最大量です。
　 令和4年度の年間最大量は、凍結災害に伴う漏水が大きく影響した令和5年1月25日の43,316㎥です。

2．建設改良事業 （金額：税込）

（1）　第四期拡張事業費
　　未給水地区配水管布設工事〔1046.6m〕を行いました。

決算額
（うち令和4年度繰越分 ）

（2）　施設改良費
　　老朽管の布設替工事等、水源地及び増圧ポンプ所の施設整備を行いました。

決算額
（うち令和4年度繰越分 ）

[内訳]
＜配水管布設替等工事＞
　老朽管の布設替工事〔6,543.9m（令和４年度からの繰越工事〔3,477.6m〕を含む。）〕等

決算額
（うち令和4年度繰越分 ）

＜施設整備工事＞
　寿第二水源地曝気設備更新工事、大内増圧ポンプ所電気計装設備更新工事等

決算額
（うち令和4年度繰越分 ）

有   収   率

年間総配水量 12,397,576 12,576,375

    予算額 　　　 1,325,293,600円

一日最大配水量
施 設 能 力 60,500

普   及   率 92.5

104,890 105,032

12,729,271
11,665,540

92.492.4

60,500 60,500

168,517,800円
37,363,700円

令和3年度
行政区域内人口 113,432 113,656 113,953

区　　　分 令和5年度 令和4年度

105,257
給 水 戸 数 50,548 49,904 49,493
給 水 人 口

948,538,800円
370,142,300円

52,609,700円

11,777,232

780,021,000円

0円

332,778,600円

92.5

    予算額   　　　　 53,000,000円

年間総有収水量 11,527,066
93.0 92.8



3．収益的収支の状況（損益計算書）

○ 収益的収入及び支出

（A）： 施設の維持管理費、物件費及び検針、水道料金徴収などに要した費用
（B）： 水源地やポンプ所などで必要な電気料金、薬品費
（C）： 水道施設などの固定資産を耐用年数に応じて費用分配した額
（D）： 施設建設などに要した借入金の支払利息
（E）： 新規の給水申し込み時などにいただく水道施設拡充のための収入
（F）： 繰出基準に基づく市からの一般会計繰入金
（G）： 償却資産の財源に充てた補助金などの減価償却見合い額を収益化した額

　収益的収支は、水道水を各ご家庭などにお届けするための経費（支出）と、それを賄うためにお
客様からお支払いいただいた水道料金などの財源（収入）です。この収益的収支は、損益計算書
と同一の内容を示しており、収益的収支の状況により、一会計期間（令和5年度は令和5年4月1日
から令和6年3月31日まで）の経営成績を表すものです。
　令和5年度の収支を前年度と比較すると、収入は、水道料金や一般会計繰入金が減ったことに
より総額で減少し、また、支出は、支払利息などが減ったものの薬品費や減価償却費が増えたこ
とにより総額で増加しました。
　結果として、令和5年度決算（税抜）は、収入が20億6,785万円に対して、支出が17億1,266万円と
なり、差し引きの純利益は3億5,519万円となりました。

維 持 管 理 費

長期前受金戻入
一般会計繰入金
給 水 負 担 金
支 払 利 息
減 価 償 却 費
動 力 ・ 薬 品 費

20億6,785万円17億1,266万円

18億2,770万円

(88.4%)

1,911万円

(0.9%)

1億8,897万円

(11.0%)

1億318万円

(6.0%)

5,749万円(2.8%)

1億1,172万円

(6.5%)

3億5,519万円

3億7,766万円

(22.1%)

9億63万円

(52.6%)

3,050万円

(1.8%)

水道料金

その他

一般会計繰入金（Ｆ）

給水負担金（Ｅ）

その他

支払利息（Ｄ）

動力・薬品費（Ｂ） 維持管理費（Ａ）

人件費

純利益

施設の維持管理に要する経費と財源（税抜き）

減価償却費（Ｃ）

176万円

(0.1%)

1億6,179万円

(7.8%)

長期前受金戻入（Ｇ）

支出 収入



4．資本的収支の状況

○ 資本的収入及び支出

（A）： 水道管の新設、布設替、施設更新などの経費
（B）： 国などからの借入金の元金返済金
（C）： 国などからの借入金
（D）： 国からの補助金
（E）： 消火栓新設などの工事負担金、下水道工事などに伴う水道管移設負担金

及び繰出基準に基づく一般会計からの出資金
（F）： 資金不足の補てん額（減価償却費を主とする内部留保資金）

※収入額は、翌年度に繰り越される支出の財源に充当する額を除く。
不 足 額

そ の 他

企 業 債
企業債償還
建設改良費

補 助 金

　資本的収支は、水道施設の整備などのための経費（支出）と、それに対する国などからの借入
金（企業債）等の財源（収入）です。
　令和5年度決算（税込）は、収入が5億3,873万円に対して、支出が17億2,062万円となり、不足額
11億8,189万円は損益勘定留保資金などの内部留保資金で補てんしました。

10億4,354万円

(60.7%)

6億4,597万円

(37.5%)

4億3,820万円

(81.3%)

17億2,062万円

3,111万円

(1.8%)

建設改良費（Ａ）

企業債償還金（Ｂ）

（元金の返済）

その他

11億8,189万円

企業債

（借入金）（Ｃ）

施設の建設改良に伴う経費と財源（税込み）

その他（E）

6,193万円

(11.5%)

収入

支出

5億3,873万円

不足額 （F）

（損益勘定留保資金等で補てん）

補助金（Ｄ）

3,860万円

（7.2%）



5．貸借対照表

固 定 負 債 （A）： 支払期限が1年以上後になる企業債などの長期借入金や1年を超
えて使用される長期性引当金など

流 動 負 債（B）： 支払期限が1年以内の借入金、未払金や1年以内に使用される短
期性引当金など

繰 延 収 益（C）： 建物など、償却資産を取得する際に財源として過去に収入した国
  　　　　　　　　　　 庫補助金など
資 本 剰 余 金（D）： 土地など、非償却資産を取得する際に財源として過去に収入した
  　　　　　　　　　　 国庫補助金など

　貸借対照表は、資産、負債及び資本の状況により、決算日（令和6年3月31日）における
財政状態を表すものです。
　令和5年度決算では、総資産244億5,864万円に対して負債総額118億6,899万円、資本
総額125億8,965万円となりました。
　資産の主なものは、 各家庭に水道水を送り届けるための配水管などの構築物で、 資産
全体の約75％を占めています。また、負債・資本では、資本金が全体の約47％、企業債な
どの固定負債が約29％を占めています。

(負債

118億6,899万円)

244億5,864万円

貸借対照表

70億4,732万円

(28.8%) 7億8,974万円

(3.2%)

115億5,964万円

(47.3%)

40億3,193万円

(16.5%)

1億4,978万円

(0.6%)

8億8,023万円

(3.6%)

14億2,236万円

(5.9%)

5億3,170万円

(2.2%)

182億2,378万円

(74.5%)

12億5,884万円

(5.1%)

6億9,348万円

(2.8%)

19億3,654万円

(7.9%)

3億9,194万円

(1.6%)

(資本

125億8,965万円)

負債・資本

244億5,864万円

土地

建物及び附属設備

構築物

資産

機械及び装置

その他固定資産

現金・預金 その他流動資産 利益剰余金

資本剰余金(D)

資本金

繰延収益(C)

流動負債(B)
固定負債(A)



●経営の仕組み

●財政状況

●給水人口及び年間総有収水量の推移

（※１）有収水量･･･水道料金収入の対象となる水量

　防府市の水道は、「地方公営企業」として経営しており、その運営に必要な経費を原則としてお客様
からいただく水道料金で賄う「独立採算制」により事業を運営しています。
　各ご家庭などに安心・安全な水道水をお届けするためには、水源地や配水池、配水管など、 施設
の建設や改良が不可欠で、そのためには莫大な資金が必要となります。この資金の大部分は、国な
どからの借入金（企業債）で調達しており、毎年借入金を返済しながら事業を経営しています。

　本市の水道事業では、人口減少や節水型社会の進展により料金収入が減少する一方で、物価の
上昇に伴い薬品費が増加するなど、厳しい環境にありますが、民間委託の推進による経費節減効果
や、支払利息の減少などにより、平成13年7月に改定した現行の料金体系を維持しています。
　今後も水需要の減少は続くものと予測されており、老朽化した施設の維持管理や修繕、これまでの
施設整備にかかる減価償却費などの支出の増大が見込まれることから、より一層効率的な経営を推
進し、お客様サービスの向上と健全経営の維持に努めます。

　本市の給水人口は、市総人口の減少などが影響し減少しており、給水人口の減少に伴い、年間総
有収水量（※１）も減少傾向にあります。
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●水道事業収益及び費用の推移

●企業債残高の推移

　収益は、給水収益や一般会計繰入金などの減少に伴い、前年度に比べ減少しています。
　 一方、費用についても支払利息などが減ったことなどにより前年度に比べ減少しています。

　企業債（施設建設などに充てる借入金）は水道施設の建設に欠かせない財源ですが、一方でそ
の元利償還金は、将来の財政を圧迫する要因になります。
　企業債の残高は減少してきていますが、今後も償還額を超えない範囲で企業債の借入れを行
い、残高を減らしていく予定です。
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